予算要求資料
平成29年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　　項：商工費　　目：工鉱業振興費
	事業名  ＶＲＴＣ航空宇宙産業等技術者育成支援事業費
補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　商工労働部　航空宇宙産業課　人材育成係　電話番号：058-272-1111（内2938）

E-mail：c11354@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　28,180千円（前年度予算額：25,684千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	28,180
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	28,180

	決定額
	25,600
	9,050
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	16,550


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・今後成長が期待される航空宇宙産業においては、大手機体メーカーはもとより中小企業においても技術者・技能者の確保が課題となっている。

・また、機体や構造部品等の発注はグローバル化が進み、材料調達・加工・表面処理・組立・検査、これら一連の工程を担う一貫生産体制などに、国際標準に適合した体制構築が急務となっている。
・国際競争力を強化し新規受注獲得するためには、グローバル化に対応できる企業人材が必要であり、国際標準技術の習得やビジネスネットワークを構築するための海外研修が求められている。

・一方、航空宇宙産業をはじめとする成長分野全般において、CAD技術者は基盤技術底上げに必須である。これまで実施したテクノプラザCAD研修事業の受講者は、川崎重工業やその関連企業が積極的に採用する動きがある。
・CAD研修の受講希望者は増加しており、受講者数に対し助成金が不足しており、助成金消化後は、センターの負担で受講料を据え置くか、増額した受講料で受講者負担が増す状態が続いている。
（２）事業内容

（株）ブイ・アール・テクノセンターが実施する以下の事業に対し、中小企業技術者の受講料免除および研修機器更新のための助成を行う。

　　○航空宇宙産業高度技術者育成研修（17,180千円）

一貫生産人材育成、中核人材育成（生産技術・構造設計）、
非破壊検査技術者育成、現場技能者育成、航空機業界向けCATIA V5など。
　　○米国での現地研修【新】（2,000千円）
　　 　航空機生産管理全般の知識を備えた技術者を対象に、現地の技術基準、生産管理、商習慣等を直に学び、今後のグローバル化の主戦力を育成。
　　○非破壊検査技術者（国際）育成【新】（1,500千円）
　　 　国際認証制度に基づく非破壊検査（PT,UT）技術者資格を取得するための、フォーマルトレーニングに対応した研修を実施。
　　○CAD研修及び研修機器更新（7,500千円）

　　　CAD（CATIA V5、Creo、ProE、SolidWorks等）、CAE、３Dプリンター等、各種企業人材育成のための研修と必要な機器の導入経費。
（３）県負担・補助率の考え方

予算額を上限に県内中小企業技術者の受講料を補助する。

・受講料補助：補助対象経費総額の１/３以内

　 ・機器更新補助：補助対象経費の１/３以内

　※各務原市は市内企業や川崎岐阜協同組合企業に対し、同等の助成を実施。
（４）類似事業の有無

　・「VRテクノセンター航空宇宙産業技術者育成支援事業費補助金（平成26～28年度）」、「テクノプラザCAD研修事業費補助金（平成22～28年度）」の両事業を統合・拡充し、効率的な事業推進と事業効果の向上を図る。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額（千円）
	事業内容の詳細

	補助金
	28,180
	・受講料補助、機器更新補助

	合計
	28,180
	


	　決定額の考え方　

　過年度の実績を勘案し、所要額を計上します。
　財源については、地方創生推進交付金を充当します。


４　参考事項
（１）「岐阜県成長・雇用戦略」での位置づけ
今後の市場拡大が期待される一方で技術者の不足が課題となっており、「航空宇宙」を成長分野の筆頭に位置付け、重点的な支援を進める。
（２）事業主体及びその妥当性

航空宇宙をはじめとする成長分野の技術者育成に関し、ノウハウ・実績を持つ（株）ブイ・アール・テクノセンター主体となって実施する。
県単独補助金事業評価調書
	■  新規要求事業

	□  継続要求事業


	補助事業名
	VRTC航空宇宙産業等技術者育成支援事業費補助金

	補助事業者（団体）
	（株）ブイ・アール・テクノセンター

	補助事業の概要
	（目的）
（株）ブイ・アール・テクノセンターが実施する以下の事業に対し、中小企業技術者の受講料免除および研修機器更新のための助成を行う。

（内容）
○航空宇宙産業高度技術者育成研修（17,180千円）

一貫生産人材育成、中核人材育成（生産技術・構造設計）、非破壊検査技術者育成、現場技能者育成、航空機業界向けCATIA V5など。

○米国での現地研修（2,000千円）

　航空機生産管理全般の知識を備えた技術者を対象に、現地の技術基準、生産管理、商習慣等を直に学び、今後のグローバル化の主戦力を育成。

○非破壊検査技術者（国際）育成（1,500千円）

　国際認証制度に基づく非破壊検査（PT,UT）技術者資格を取得するための、フォーマルトレーニングに対応した研修を実施。

○CAD研修及び研修機器更新（7,500千円）

　CAD（CATIA V5、Creo、ProE、SolidWorks等）、CAE、３Dプリンター等、各種企業人材育成のための研修と必要な機器の導入経費。


	補助率等
	定額・定率・その他（例：人件費相当額）
（28,180千円）

	補助効果
	　航空宇宙産業は機体製造の大幅な生産拡大が迫られているが、繁忙感が強く長期の研修への参加には二の足を踏んでいる。このような状況の中で、今後の国際競争力強化のための新たな研修メニューや研修費用の助成は、企業の人材育成への取り組み意欲の向上に大きく寄与する。

	終期の設定
	（理由）
　企業人材は例年一定数の入れ替わりがあるため、今後も継続した支援が求められている。



（事業目標）
	・終期までに何をどのような状態にしたいのか

　航空宇宙産業における機体や構造部品等の発注のグローバル化に対応するため、県内中堅・中小企業の生産技術者及び、製造技能者が一貫生産体制を構築・運用できるような人材及び、各工程における現場技能者を育成する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
(H25年度末)
	目標
(H28年度末)
	目標

(終期)

	①航空宇宙産業技術者育成研修による人材育成数（累計）
	462
	1,442
	2,162

	②CAD技術者育成数
	－
	350
	350


	
	H25年度
	H26年度
	H27年度
	H28年度
	H29年度

（要求）

	補助金交付実績
	11,375千円
	25,690千円
	25,690千円
	(予算額)

25,684千円
	(要求額)

20,680千円

	指標①目標
	462
	802
	1142
	1482
	1822

	指標①実績
	254
	383
	584
	(推計値)

784
	(推計値)

1084

	指標①達成率
	55％
	48％
	51％
	(推計値)
53％
	(推計値)
59％

	指標②目標
	350
	350
	350
	350
	350

	指標②実績
	317
	415
	411
	(推計値)

500
	(推計値)

500

	指標②達成率
	91％
	119％
	117％
	(推計値)
143％
	(推計値)
143％


（前年度の成果）

	航空宇宙産業技術者育成研修の受講者数は昨年度の約3.6倍（10月末時点）、CAD研修の受講者数は約1.2倍（10月末時点）となっており、企業の人材育成への取り組みが活発になってきている。


（今後の課題）

	航空宇宙産業に関わる人材の要望は今後も継続するが、特に国際競争力が激しくなる中で、海外展開を視野に入れた人材の育成が必要となってくる。


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
○
	今後ますます国際競争が激化する中で勝ち抜くためには、技術力強化や国際展開を担う人材の育成が必要であるが、県内の中小企業が独自にこれを行うことは難しく、積極的な支援が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている

△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）
○
	航空宇宙産業技術者育成研修、CAD研修共に、大幅に受講者数が増加しており、事業（受講料補助）が有効に活用されている。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
○
	実施主体（株）である（株）ブイ・アール・テクノセンターは各種人材育成に関するノウハウや業界とのコネクションを蓄積しており、より効率的・効果的な研修を実施することが期待できる。


（事業の見直し検討）

	・「VRテクノセンター航空宇宙産業等技術者育成支援事業費補助金（平成26～28年度）」、「テクノプラザCAD研修事業費補助金（平成22～28年度）」の両事業を統合・拡充し、効率的な事業推進と事業効果の向上を図る。


（終期到来時の翌年度以降の事業方針）
	継続・削減・統合・廃止

（理由）
航空宇宙産業は今後20年間成長が見込まれており、継続した支援が必要である。支援対象企業の技術力向上や認証取得等の体制整備の効果は、単年度の人材育成支援で得られるものではなく、継続的な支援が必要である。


